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 対象分野

CO2排出削減効果が大きく、将来的な地球温暖化対策の強
化につながり、産業界による自主的な開発では社会に導入
される見込みのない技術の開発や実証研究を対象とします。

①交通低炭素化技術開発分野
交通部門の低炭素化を図るため、今後の普及が期待される電気自動
車（EV）・ハイブリッド車（HV）・燃料電池車（FCV）の普及促進・性能
向上に関する技術開発・実証研究や、鉄道等の自動車以外の交通の
エネルギー効率の向上のための技術開発・実証研究を対象とします。

②建築物等低炭素化技術開発分野
民生部門の低炭素化を図るため、建築物や設備機器の省エネ化や、
再生可能エネルギーの導入など、住宅やオフィスにおけるエネルギー
効率向上、ゼロエミッション化のための技術開発・実証研究を対象と
します。

③再生可能エネルギー・自立分散型エネルギー低炭素化技術開発分野
バイオマスを除く再生可能エネルギー等を中心に推進し、太陽光、風
力、小水力、地熱等の導入促進やエネルギー効率の向上のための技
術開発・実証研究を対象とします。

④バイオマス・循環資源低炭素化技術開発分野
廃棄物系バイオマスや廃棄物エネルギーの利活用を進めるため、収
集方法・製造方法等を含めたバイオマス利用システム全体の低炭素
化、低コスト化、廃棄物発電等の高効率化のための技術開発・実証
研究を対象とします（バイオマスについては原料の製造・採取から輸
送・使用・廃棄等に至るまでのライフサイクル全体での温室効果ガ
ス削減率がベースラインシナリオと比較し50％以上と想定されるも
のに限ります）。

CO2排出削減対策強化誘導型
技術開発・実証事業とは

 予算・実施期間等について

1課題あたりの単年度の予算額は3千万円～5億円程度とします。
実施期間は原則として3年間以内とします。
複数年度で行う事業の実施者は、毎年度の技術開発の達成目標をあ
らかじめ設定していただきます。設定した目標の達成状況について
は、各年度末に中間評価を行うこととし、その結果を踏まえ、事業継
続の可否について再審査します。

 目的と性格

温室効果ガスの削減の推進と将来的な地球温暖化対策の
強化に貢献することを目的としています

　優れたCO2排出削減技術の開発は、地球温暖化対策コストを低減
するとともに、技術を広く普及させ、将来にわたる大幅なCO2排出
削減を実現するために必要不可欠です。このため、再生可能エネル
ギーや省エネルギー等の技術の抜本的なCO2削減性能の向上、低
コスト化、高効率化、耐久性の向上等、技術的課題のブレークスルー
を実現し、地球温暖化対策の強化につなげることが極めて重要です。
　また、CO2排出削減技術は我が国の強みであり、低炭素社会の創
出に加え、国際競争力強化、経済成長、雇用創出等の観点からも、そ
の開発の重要性が高まっています。
　その一方、民間に委ねるだけでは大幅なCO2排出削減に必要な技
術の開発が必ずしも進まない状況にあり、本事業により、民間の開発
インセンティブが小さい技術の開発・実証を促進することが重要です。
　このような背景の下、規制等将来的な地球温暖化対策の強化につ
ながるCO2排出削減効果の優れた技術の開発・実証を強力に進め、
大幅なCO2排出削減を実現することを目的としています。

 エネルギー対策特別会計による予算です

　CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業は、エネルギー
対策特別会計のエネルギー需給勘定による予算です。
　特別会計に関する法律の規定により、使途はエネルギー起源二酸
化炭素の排出の抑制のための開発等であって、再生可能エネルギー
や省エネルギー技術に関する開発や実証に限定されています。
　このため、例えば、非エネルギー起源の二酸化炭素の排出抑制に
関する開発等、二酸化炭素以外の温室効果ガス（メタン、一酸化二窒
素、HFC等）の排出抑制に関する開発等※1、森林や植物などの吸収
源に関する技術の開発等、排出した後の二酸化炭素の吸収等に関す
る開発等は、本事業の対象となりません。
　また、海外で行う開発等も対象外としています※2。

※1エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制に関する開発等であって、二酸化炭素以外の
温室効果ガスの排出抑制につながるものは対象となります。

※2国内で行う開発・実証であって、国内のみならず、JCM（二国間クレジット制度）の活用
にもつながるものは対象となります。

採択に係る手順について

　本事業により実施するCO2排出削減対策技術の重点課題を示し、
公募を行います。応募のあった民間団体、公的研究機関、大学等（以
下「民間団体等」という。）からの申請について、外部専門家から構成
されるCO2排出削減対策技術評価委員会及び分野ごとに設置する分
科会において審査した上で、選定・採択します。

総額
24.9億円

課題総数
23件

 継続課題について

平成24年度まで実施していた「地球温暖化対策技術開発・実証研究
事業」では新たな課題の募集・採択は行いませんが、平成24年度ま
でに採択され実施されている課題については、評価委員会において
平成25年度以降も実施することが妥当と判断されたものは、継続し
て実施されることとなりました。

総額
42.2億円

課題総数
32件



平成25年度事業（新規・継続課題）

分野別予算額
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3.7億円

総額総額
24.9億円24.9億円
総額

24.9億円

■交通分野

■建築物等分野

■再生可能エネルギー・
　自立分散型エネルギー分野

■バイオマス・循環資源分野

課題数（予算規模別）

■5千万円未満

■5千万円以上
　7千5百万円未満

■7千5百万円以上
　1億5千万円未満

■1億5千万円以上
　3億円未満

■3億円以上

4件
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2件 1件

課題総数
23件
課題総数
23件 6件7.6億円

CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業
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代表者所属機関数（地域別）数（代表者所所属機関数（主体別主体主 ）

■5千万円未満

■5千万円以上
　7千5百万円未満

■7千5百万円以上
　1億5千万円未満

■1億5千万円以上
　3億円未満

■3億円以上

6件

11件
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19.7億円

7.6億円

総額総額
42.2億円42.2億円
総額

42.2億円

■交通分野

■住宅・オフィス等分野

■再生可能・分散型
　エネルギー分野

■バイオマス・循環資源分野

課題総数
32件
課題総数
32件

分野別予算額 課題数（予算規模別）

地球温暖化対策技術開発・実証研究事業



交通低炭素化技術開発分野

「CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業」の実例集

交通部門の低炭素化を図るため、今後の普及が期待される電気自動車・ハイブリッド車の普及促進・性能向上に
関する技術開発・実証研究や、鉄道等の自動車以外の交通のエネルギー効率の向上のための技術開発等を実施

将来の燃料電池搭載車両の普及に向けて、公共性、
環境性の観点からニーズの大きい大型路線燃料電
池バスの開発を実施します。燃料電池を商用車に適
用する際の大きな課題として動力性能、信頼性、耐
久性等の確保があげられます。
これらに対して燃料電池システム単体、それを搭載
した大型路線バスを製作し、性能、信頼性、耐久性
を評価し、市場投入に必要とされるこれらに関する
技術開発を実施します。

事業実施者：日野自動車株式会社　実施年度：平成25～27年度（予定）

大型路線用燃料電池バスの開発

事業概要

船舶では、減速運航を行えば大きなCO2削減効果
が期待できます。しかし現状では、気象・海象の影響
で期日に遅れるリスクを避けるため、過大な速度で
運航し目的港で沖待ちする傾向があります。また、
配船計画と航海計画とが個別に行われ、減速運航
が効率的に実施できていません。
本事業では、減速運航を考慮した配船システムと気
象等の船への影響を考慮したジャスト・イン・タイム
の航海計画を提供するシステムを開発し統合するこ
とで、必要最低限の速度での環境に優しい運航を可
能とします。内航輸送のおおむねを占めるセメント
船、タンカー、RORO船40隻での実証実験を実施し、
併せて開発したCO2削減効果の評価手法を用いて
その効果を検証していきます。

事業実施者：独立行政法人海上技術安全研究所　実施年度：平成25～27年度（予定）

航海・配船計画支援システム導入による船舶からのCO2排出削減実証事業

事業概要
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民生部門の低炭素化を図るため、建物の設備機器の省エネ化や、再生可能エネルギーの導入など、
住宅やオフィスにおけるエネルギー効率向上、ゼロエミッション化のための技術開発・実証研究等を実施

建築物等低炭素化技術開発分野

「太陽光ハイブリッドパネル」は、太陽光発電モジュー
ル裏面に熱回収モジュールを搭載した熱電併給一
体型パネルであり、太陽エネルギーを電気と熱に変
換するパネルです。本パネルは、太陽光発電モジュー
ルと熱回収を行うマイクロヒートパイプ、熱回収パ
イプで構成されており、発電モジュールで発電した
あとのパネル裏面の未利用熱をマイクロヒートパイ
プと熱回収パイプにより温水へ変換するシステムと
なっています。
本パネルならびにシステムの技術開発により、太陽
エネルギーの総合変換効率の向上、パネル・架台・
基礎等の設備共有による施工費の削減、屋上スペー
スの有効活用が可能となり、太陽エネルギーの更な
る活用が期待されます。

太陽光ハイブリッドパネル（太陽光・太陽熱一体型パネル）の技術開発・実証研究

事業概要

近年、急激に増大しているデータセンタの電力を抜
本的に削減するため、以下の削減率を目指した技術
開発を行い、実証実験により検証しています。
①ファンレスサーバ技術とラックファン・個別空調を
組み合わせてICT機器電力を30%削減、②サーバ
ルームへ直接冷気を供給する低搬送動力の空調シ
ステムにより、従来の床吹出し方式に比べ空調動力
を30%削減、③UPSを使用せず、高電圧直流給電
（HVDC）12V方式により、1回のAC-DC変換で済
むシンプル構成とし、従来に比べ電力損を15%削
減、④廃熱温度40℃に耐える耐高温サーバ技術お
よびタスク片寄せによる廃熱について、最適な熱回
収技術を確立し、回収した廃熱をオフィス空調の調
湿等に利活用して、必要熱源動力を10%削減。さら
に、以上の開発成果について国際標準化を推進し、
内外に広く普及させることを目指します。

事業実施者：NTTデータ先端技術株式会社　実施年度：平成25～27年度（予定）

データセンタの抜本的低炭素化とオフィス等への廃熱利用に関する共同技術開発

事業概要

給湯

照明

空調

太陽光ハイブリッドパネル

熱回収パイプ

パネル表面 パネル裏面 概略図

太陽光パネル（単結晶）

太陽光パネル（単結晶）

マイクロヒートパイプ マイクロヒートパイプ

熱回収
パイプ

発電

温水

消波≒発電

事業実施者：大和ハウス工業株式会社　実施年度：平成25～27年度（予定）



太陽光、風力、小水力、地熱等の再生可能エネルギーの導入促進やエネルギー効率の向上のための
技術開発・実証研究等を実施

再生可能エネルギー・自立分散型エネルギー低炭素化技術開発分野

離島、港湾およびその周辺など、電力消費が見込ま
れる地域で設置可能な小型で高効率の波力発電シ
ステムの技術開発を行っています。当該システムは
波況に合わせたインテリジェントな発電モジュール
制御等により、沿岸域など波の低い海域であっても
高効率な発電を行い、港湾など周辺の施設への電
力供給を行うことができます。特に設置面積が小さ
くて済むことから面積当たりの発電量が大きく取れ
る（設置面積当たりの平均出力が、太陽光発電の
40倍程度）とともに、利用海域が静穏であるために
設置に対する制約条件が少なく短期間に設置・施工
することができる特徴を有しています。
将来的には洋上風力発電とのハイブリッド設置や図
に示すような高密度に近接した複数設置など、多様
な設置パターンによる事業展開を目指しています。

事業実施者：三井造船株式会社　実施年度：平成25～27年度（予定）

小型で高効率な波力発電システムに関わる技術開発・実証事業

事業概要

小水力発電は、高いエネルギー密度・稼働率と安定
した出力を特長とする有望な再生可能エネルギーで
すが、導入設置費用、維持管理費用が普及拡大の課
題になっています。本事業では、小型軽量で高効率
な永久磁石同期発電機、設置面積が小さく、メンテ
ナンスの容易な立型インラインポンプ逆転水車およ
び発電機一体型コントローラをパッケージ化するこ
とで、発電電力量を最大化し、設置スペース、導入
コスト、メンテナンスコストを最小化する、経済性が
高く導入し易い管水路用マイクロ水力発電システム
の開発を目指します。
また、開発したシステムを上水道施設等の管水路に
適用し、未利用エネルギーを活用した水力発電の実
証研究に取り組みます。

事業実施者：ダイキン工業株式会社　実施年度：平成25～27年度（予定）

管水路用マイクロ水力発電の高効率化、低コスト化、パッケージ化に関する技術開発

事業概要

方向性がある波

固定式（杭式）消波≒発電消波≒発電
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フロートの
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ハイブリッド設置

波向
航路

-20m

-20m

-20m

小型高効率の発電原理 防波堤の外側など沿岸域に複数設置
（当該技術実証では単機設置）

・港湾およびその周辺など限られた海域の有効利用
・洋上風力発電との同時施工・電気設備の共有化・低コスト化
・発電電力の港湾内における地産地消など新しい事業モデルの構築

波力発電装置の
想定設置エリア

上水道施設管水路への設置イメージ

管水路用マイクロ水力発電システム

システム制御盤
（系統連系インバータ）

発電機一体型
発電コントローラ

永久磁石
同期発電機

立型インライン
ポンプ逆転水車



廃棄物系バイオマスの利活用を進めるため、収集方法・製造方法等を含めたバイオマス利用
システム全体として低炭素化、低コスト化のための技術開発・実証研究等を実施

バイオマス・循環資源低炭素化技術開発分野

石炭火力はコストの安い安定した電源ですが、CO2
排出原単位が最も高く、その低減には木質バイオマ
スを高比率で混焼することが有効です。平成23～
24年度の委託事業で、石炭火力での木質バイオマ
ス50cal％混焼が、技術上およびエネルギー利用効
率や経済性からも、実現可能との見通しを得ました。
今年度からは、数百MW規模の石炭火力を想定し、
山元から発電所までの大量の木質バイオマスの搬
出、輸送、加工、粉砕、燃焼、発電を一貫したシステ
ムとして商用発電設備で試験実証し、 さらに
50cal％以上の混焼試験を試験設備で行い、見通し
を確実なものとします。この実証を通して、森林資
源を持続的・効率的に利用する、木質バイオマス混
焼の普及が期待されます。

事業実施者：株式会社IHI　実施年度：平成25～27年度（予定）

バイオマス高比率混焼による石炭焚火力CO2排出原単位半減に向けた先進的システムの実証

事業概要

自治体による収集及び運搬体制が確立された都市
ごみから、生ごみ及び紙ごみ等のバイオマスを分別
し、同時糖化発酵法でエタノールを製造。更にその
残渣からメタン発酵法でバイオガスを製造・精製する
二段階原燃料化システムの実証試験を行います。
従来、小規模のごみ処理施設では、効率的かつ経済
的なエネルギー回収技術が未確立でしたが、本シス
テムにより、処理規模にかかわらず国産の化石原燃
料代替の製造が可能となります。また、エネルギー
回収率の向上及びCO2排出量の削減のみならず、
約3～4割のごみ焼却量を削減できることから、ご
み処理施設数、あるいは規模を縮減でき､国及び自
治体の負担が軽減されます。

都市域廃棄物からのバイオマス二段階原燃料化システム実証研究

事業概要

消波≒発電

エタノール

一般廃棄物 二軸破砕機

破砕分別機

反応槽

軽量物

重量物

発酵醪

残渣

蒸留
ガス分離器 メタン発酵槽

パルパー

脱水パルプ

電気／熱

都市ガス

収集

輸送

加工

木質ペレット燃料

ガスエンジン ガス精製器

事業実施者：日立造船株式会社　実施年度：平成25～27年度（予定）



環境省 地球環境局 地球温暖化対策課　TEL.03-3581-3351（内線6780）

平成25年度実施課題（実施期間は現時点の予定）

CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業

交通低炭素化技術開発分野
日野自動車株式会社　H25～27年度
大型路線用燃料電池バスの開発

独立行政法人海上技術安全研究所 　H25～27年度
航海・配船計画支援システム導入による船舶からのCO2排
出削減実証事業

株式会社ユビテック　H25～27年度
電気自動車/小型電気自動車向け地域交通共同利用プラッ
トフォームに関する技術開発

建築物等低炭素化技術開発分野
株式会社大林組　H25～26年度
高効率地中熱利用システムに関する実証研究

大和ハウス工業株式会社　H25～27年度
太陽光ハイブリッドパネル（太陽光・太陽熱一体型パネル）
の技術開発・実証研究 

株式会社竹中工務店　H25～27年度
太陽電池一体型外装材および直流給電による自立型エネ
ルギー需給システムの技術開発

NTTデータ先端技術株式会社　H25～27年度
データセンタの抜本的低炭素化とオフィス等への廃熱利用
に関する共同技術開発

立命館大学　H25～27年度
地中熱、太陽熱を直接利用する躯体スラブ蓄熱放射冷暖房
システムに関する技術開発

株式会社 竹中工務店　H25～27年度
省エネルギーに繋がる居住者の移動を促すための空間設
計と誘導システム構築

大成建設株式会社　H25～27年度
都市部における中小規模建物の超低炭素化（ZEB化）に関
する実証

再生可能エネルギー・自立分散型エネルギー
低炭素化技術開発分野
ダイキン工業株式会社　H25～27年度
管水路用マイクロ水力発電の高効率化、低コスト化、パッ
ケージ化に関する技術開発

千葉大学　H25～27年度
安定・高効率に熱電供給を実現できる次世代天然ガスコー
ジェネシステムの技術開発

大阪市立大学　H25～27年度
太陽熱温水器・下水熱回収ヒートポンプ技術を利用した消
化プロセスのエネルギー高効率化システム開発

地熱技術開発株式会社　H25～27年度
温泉発電における温泉熱利用効率の向上とノンフロン系媒
体の安全性検証等によるCO2排出削減対策強化のための
技術開発

東京ガス株式会社　H25～27年度
複合用途既成市街地の大幅な低炭素化を誘導するエネル
ギーネットワーク設計技術開発

株式会社クリーンベンチャー21　H25～27年度
水平／垂直設置向け斜入射特化型太陽電池の開発 

三井造船株式会社　H25～27年度
小型で高効率な波力発電システムに関わる技術開発・実証
事業

バイオマス・循環資源低炭素化技術開発分野
日立造船株式会社　H25～27年度
都市域廃棄物からのバイオマス二段階原燃料化システム実
証研究

三菱マテリアル株式会社　H25～27年度
食品系廃棄物の中規模バイオガス化システムの実用化技
術開発

明和工業株式会社　H25～27年度
バイオマスの熱分解による低コスト型液体・気体燃料製造
技術の研究開発

一般財団法人エネルギー総合工学研究所　H25～27年度
バイオマス／廃棄物利用・高温空気タービン発電システム
の開発

三菱重工環境・化学エンジニアリング株式会社　H25～26年度
石炭火力における混焼率30％を実現する木質バイオマスの
改質プロセスの実用化開発

株式会社IHI　H25～27年度
バイオマス高比率混焼による石炭焚火力CO2排出原単位
半減に向けた先進的システムの実証

地球温暖化対策技術開発・実証研究事業

交通低炭素化技術開発分野
日野自動車株式会社　H22～25年度
大型トラック用統合型新HVシステムの研究

本田技研工業株式会社　H23～25年度
小型ソーラー水素ステーションと燃料電池車を組み合わせ
たCO2排出ゼロシステム開発

株式会社JTB法人東京　H24～25年度
EVバイク普及促進に資するバッテリー交換ステーション事
業化のための実証研究

株式会社東芝電力流通・産業システム社　H24～26年度
EVバス早期普及に向けた長寿命電池による5分間充電運
行と電池リユースの実証研究

株式会社デンソーコミュニケーションズ　H24～25年度
空港における待ち時間解消のための革新的旅客・手荷物シ
ステムに関する技術開発

住宅・オフィス等低炭素化技術開発分野
慶應義塾大学　H23～25年度
大学キャンパスの省CO2化に向けたキャンパスエネルギー
マネジメントの実証研究

公益財団法人本庄国際リサーチパーク研究推進機構　H23～25年度
分散電源等エネルギーマネジメント制御システムの開発に
よる電気・熱利用の最適化とCO2削減実証研究

日本地下水開発株式会社　H23～25年度
帯水層蓄熱冷暖房システムの地下環境への影響評価とそ
の軽減のための技術開発

小田急電鉄株式会社　H23～25年度
トンネル下床面に設置した地中熱交換器による地中熱ヒー
トポンプシステムの開発

有限会社和建築設計事務所　H24～26年度 
超断熱サッシ開発による住宅の高断熱化検証とゼロ・エミッ
ション住宅検証

株式会社NTTファシリティーズ　H24～26年度
自立・分散型エネルギー社会の実現に向けた直流方式によ
る地域間相互エネルギー融通システムの開発

エイソンテクノロジー株式会社　H24～25年度 
次世代有機ELパネルの生産プロセス実証・評価

森トラスト株式会社　H24～26年度
太陽光をエネルギー源とした災害時大規模ビル電源供給
に関する実証研究

再生可能・分散型エネルギー低炭素化
技術開発分野
イー・アンド・イーソリューションズ株式会社　H23～25年度
騒音を回避・最小化した風力発電に関する技術開発

地熱技術開発株式会社　H23～25年度
自然環境への悪影響を回避・最小化した地熱発電に関する
技術開発

株式会社ダ・ビンチ　H23～25年度
ロータリー熱エンジン発電システムの実用化研究開発

三機工業株式会社　H23～25年度
簡易移送型潜熱蓄熱装置の開発

神戸大学　H24～26年度
離島・漁村における直流技術による自立分散エネルギーシ
ステム技術の実証研究

東京大学　H24～26年度
自然共生型ブローホール波力発電システムの実証研究

株式会社早稲田環境研究所　H24～26年度
被災地における自立型スマートコミュニティ形成に関する
実証研究

一般財団法人エネルギー総合工学研究所　H24～25年度
環境適合型・高効率バイナリー発電の技術開発

一般財団法人日本気象協会　H24～26年度
風力発電等分散エネルギーの広域運用システムに関する
実証研究

大阪市立大学　H24～26年度
既設熱源・電源を自立・分散型エネルギー化し鉄道網を利
用した地域融通エネルギーシステムの開発

株式会社東芝電力システム社　H24～26年度
風車・太陽熱・バイオマスボイラをハイブリッドしたバイナリ
発電に関する技術開発

バイオマス・循環資源低炭素化技術開発分野
三重大学　H23～25年度
相分離変換法を用いた木質バイオマスの全量活用型低コ
ストエタノール製造技術実証研究

株式会社早稲田環境研究所　H23～25年度
未利用木質バイオマスの高効率エネルギー利用システムの
開発と実証

公益財団法人京都高度技術研究所　H24～26年度
車両適合性のある第二世代バイオディーゼル燃料利活用に
向けた技術開発実証研究

積水化学工業株式会社　H24～26年度
廃棄物系バイオマス熱分解ガスからのエタノール製造に関
する技術開発

大栄環境株式会社　H24～26年度
木質廃棄物の酵素糖化を促進する二軸混練機を用いたア
ルカリ前処理技術の確立

東京農業大学　H24～26年度
里山燃料棒の製造技術開発と社会実装のための実証研究

株式会社マイクロ・エナジー　H24～26年度
草木質・廃棄物系バイオマスの燃料化による汎用利用技術
の開発

日本海ガス株式会社　H24～25年度
生ゴミ・草本バイオマスの複合高効率メタン発酵の技術開発


